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H23.3.8 地域自立支援協議会資料


さいたま市障害者居住支援モデル事業（仮称）は、さいたま市内の障害者が地域で生活するために民間賃貸住宅への入居に関する支援や入居後の生活を継続するための支援である「障害者居住サポート事業」をモデル的に実施し、本市において平成２４年度以降に全面実施する場合の支援のあり方や事業を実施する上での課題等について、相談支援の現場の目線から調査・分析を行い、さいたま市へ報告する事業である。
「障害者居住サポート事業」は相談支援事業の一環としての位置付けであることから、事業の実施については、さいたま市内で相談支援事業を担う事業者に委託することを想定している。事業者からの報告については、平成２４年１月頃を目処にとりまとめ、さいたま市地域自立支援協議会での議論を経て、平成２４年度以降に実施する「障害者居住サポート事業」に活かしていく。
【 図1 】 障害者居住支援モデル事業（仮称）のイメージ図



さいたま市障害者居住支援モデル事業（仮称）では、別に定められた業務委託仕様書及びさいたま市障害者居住サポート事業実施要綱に基づいて、以下の支援を実施する。なお、事業の対象者は相談支援事業者が日頃の相談支援業務の中で対象となり得ると判断した障害者とし、対象者を決定した際はその旨を市に届け出ることとする。
第１　入居支援

地域での生活を希望する利用者に対して、民間の賃貸住宅等への入居に向けた支援を行う。具体的には、厚生労働省要綱に示された事項を基に、以下のような支援を展開するものとする。

　　（１）障害者が入居できる物件のあっせん依頼

　　　　　地域の不動産業者や本市住宅課が実施している「さいたま市入居支援制度」の利用等を通じて障害者の入居を拒まない物件に関する情報を収集する。
　　（２）障害者が入居できる物件に関する情報提供
　　　　　（１）で収集した物件に関する情報を地域生活を希望する障害者へ提供する。

　　（３）地域での生活を希望する障害者の相談支援
　　　　　障害者が地域生活を考える上での様々な相談に応じる。地域の不動産業者等への訪問に同行してアドバイスを行う等もこの支援に含める。
　　（４）賃貸住宅事業者等と障害者の入居契約支援
　　　　　（１）～（３）の支援を通じて、賃貸住宅事業者等と障害者が入居契約を結ぶことになった場合、その契約手続きに同行し必要な支援を行う。
第２　入居継続支援

　　　地域生活に移行した利用者が民間賃貸住宅等で地域生活を継続していくため、利用者の生活上の様々な課題に応じ、必要な支援が図れるよう調整を行う。

　　　なお、入居継続支援の対象者を決定する上では、入居支援の利用によって地域生活へ移行したことを要件とはせず、既存の地域生活者も対象者となり得るものと考える。
第３　24時間サポート

　　　　　入居継続支援にあたっては、単身生活での不安を解消し、自立した生活が送れるよう、家事全般から金銭管理まで様々な生活上の相談支援が必要となる。これらの支援によって対象者単身での生活につなげていくことが求められているが、これらがうまく機能しなかった場合には障害者生活支援センターの業務時間外であっても、本人及び家主、近隣住民からの緊急連絡に対応しなければならない場面も想定される。

そうした事態にならないためにも、日頃の支援を丁寧に実施し、本人だけでなく周囲（家主や近隣住民）とも良好な関係を築いておくことが求められる。なお、そのための生活全般に渡る支援指針の作成を今後検討していく。

本事業の実施にあたっては、以下のとおり実施体制を整備する必要がある。

（１）管理者
受託者を代表し、受託者内における本事業に関する一切の事項を処理する者。通常は、事業の実施主体となる障害者生活支援センターの長を想定している。

　　（２）担当者

担当者は本市との連絡調整及び事業の実施を担う専任職員。それぞれの事業実施主体に１名以上を配置すること。
（３）事業実施計画書

　　　本事業に関する実施計画書として、本事業の実施場所及び実施要員のほか、本事業に基づく支援の実施内容、実施方法及び実施方針等をまとめたものを作成する。なお、様式は別途本市が定める。
（４）本事業に係る予算書
　　　本事業の法律上の位置付けは障害者自立支援法第77条における地域生活支援事業の一環ではあるが、業務委託契約は障害者生活支援センター事業と分離して行う。従って、本事業については個別に予算書を作成する必要がある（決算についても本事業単独にて行うこと）。なお、様式は別途本市が定める。

本事業の受託にあたって、受託者はモデル事業としての性格を十分に理解し、受託者が履行期間内に行った支援から支援手法や制度の在り方などに関する調査・分析を実施し、その結果を本市に報告する。

報告にあたっては、本市が別に定める様式によって実績報告書を作成するとともに、事業の実施結果について調査・分析を行った結果を報告することとする。なお、本市が特に報告に盛り込むべきと考える事項は以下のとおり。

（１）支援の対象者について
（２）支援の範囲について
（３）支援の手法について

（４）事業の実施から明らかになった課題について

本市は、受託者から提出を受けた実績報告並びに調査・分析結果を平成２４年１月頃を目処にとりまとめ、さいたま市地域自立支援協議会での議論を経て、さいたま市障害者居住サポート事業の本格実施に向けた課題の整理を行う。
【 図3 】 事業の実施と報告のスケジュール
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さいたま市障害者居住支援モデル事業（仮称）の実施体制について
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さいたま市障害者居住支援モデル事業（仮称）の概略
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